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１ はじめに 

  平成 30 年に、国の機関及び地方公共団体の多くの機関において障害者雇用率制

度の対象障害者の不適切な計上があり、法定雇用率を達成していない状況であった

ことが明らかとなりましたが、このような事態は今後あってはならないことです。 

  当町におきましては、不適切な計上はありませんでしたが、法定雇用率を達成し

ていない状況が続いております。民間事業主に対して率先垂範する観点からも、法

定雇用率の達成に留まらず、障害者雇用を継続的に進めることが重要です。 

  そこで、障害者雇用を進める上で、障害者の活躍の推進が必要となります。障害

者の活躍とは、障害者一人ひとりが、能力を有効に発揮できることであり、雇用・

就業し又は同一の職場に長期に定着するだけでなく、全ての障害者が、その障害特

性や個性に応じて能力を有効に発揮できることを目指すことが必要です。 

  

  飯綱町教育委員会における障害者活躍推進計画は、障害者の活躍の場の拡大のた

めの取組を不断に実施する等、自律的なＰＤＣＡサイクルを確立できるよう、障害

者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（令和元年法律第 36 号）によ

る改正後の障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）第７条の

３第１項の規定に基づき策定する障害者活躍推進計画です。 

 

２ 障害者の雇用の促進等に関する法律 

  ～障害者雇用促進法（抜粋）～ 

（障害者活躍推進計画の作成等） 

第七条の三 国及び地方公共団体の任命権者（委任を受けて任命権を行う者を除
く。以下同じ。）は、障害者活躍推進計画作成指針に即して、当該機関（任命権
者の委任を受けて任命権を行う者に係る機関を含む。）が実施する障害者であ
る職員の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画（以下この条
及び第七十八条第一項第二号において「障害者活躍推進計画」という。）を作成
しなければならない。 

２ 障害者活躍推進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
 一 計画期間 
 二 障害者である職員の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に

より達成しようとする目標 
 三 実施しようとする障害者である職員生活における活躍の推進に関する取

組の内容及びその実施時期 
 
  ～以下省略～ 
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３ 機関名及び任命権者 

 機 関 名：飯綱町教育委員会 

 任命権者：飯綱町教育長 

 

４ 計画期間 

 

 

 

５ 障害者雇用に関する課題 

  障害者雇用を積極的に進めるため、令和２年４月１日採用の職員採用選考から障

害者枠を設けて募集を行っています。一般行政職も同様ですが、小規模自治体では

人材確保が困難な時期になっており、障害者の採用にあたっても応募者が少ない状

況であります。 

  計画期間の終期までに法定雇用率の達成を目指し、今後も障害者枠を設けて採用

を行っていくとともに、採用した障害者である職員の活躍のために、体制の整備や

ハード面での整備を積極的に進めます。 

 

６ 目標 

(1) 採用に関する目標 

    

 

 

(2) 定着に関する目標 

   今後障害者の雇用数が増えた場合は、不本意な離職者を生じさせないよう、職

員管理（教育）、施設整備などを積極的に行っていきます。 

 

７ 取組内容 

(1) 障害者の活躍を推進する体制整備  

  ▪ 障害者雇用推進者として教育次長を選任します。（令和２年４月１日選任） 

▪ 障害者職業生活相談員の選任義務の有無に関わらず、障害者である職員の相談

令和２年４月１日から令和７年３月 31 日 【５年間】 

令和６年６月１日時点 ２.５％ 
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窓口を総務教育係に設置し、職員に周知します。 

▪ 障害者職業生活相談員の選任義務が生じた場合には、速やかに選任するととも 

に、当該選任しようとする者が資格要件を満たさない場合には、労働局が開催

する公務部門向け障害者職業生活相談員資格認定講習を受講させます。 

(2) 障害者の活躍の基本となる職務の選出・創出  

  ▪ 身体障害等により従来の業務遂行が困難となった障害者から相談があった場合

は、労働局に相談しつつ、負担なく遂行できる職務及び創出について検討しま

す。 

▪ 現に勤務する障害者や今後採用する障害者の能力や希望も踏まえ、人事評価に

おける面談を活用した職務の選定及び創出について配慮します。 

▪ 新規採用又は部署異動その他定期的に面談を行い、障害者と業務の適切なマッ

チングができているかの点検を行い、必要に応じて検討を行います。 

(3) 障害者の活躍を推進するための環境整備・人事管理  

 ▪ 相談窓口への相談のほか、半期ごとに実施している人事評価面談の際、障害者

である職員に対しては、必要な配慮等の有無を把握することとし、その結果を

踏まえて、必要な措置を講じます。 

▪ 措置を講じるに当たっては、障害者からの要望を踏まえつつも、過重な負担に 

ならない範囲で適切に実施します。 

(4) その他 

  ▪ 国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律に基  

づく障害者就労施設等への発注等を通じて、障害者の活躍の場の拡大を推進し

ます。 


